
庁  議  案  件  Ｎｏ．１  

平成２４年１１月２０日  

所管 市民人権局 市民生活部     

  

件  名 （仮称）堺市犯罪被害者等支援条例（案）の制定について 

経 過 ・ 現 状 

 

政 策 課 題 

【経過】 

平成 15 年 9 月 堺市議会が全国で初めて「犯罪被害者の権利と被害回復制度

の確立を求める意見書」を国へ提出 

平成17年4月 犯罪被害者等基本法が施行 

平成23年4月 堺市に犯罪被害者等支援総合相談窓口を設置 

【現状】 

○市民協働課に設置した犯罪被害者等支援総合相談窓口において、支援に活用で

きる既存事業の適切な情報提供を行っている。 

○庁内関係課、警察署、民間支援団体などとの連絡調整を行うことにより途切れ

ない支援に努めている。 

○市民向け講習会、職員研修、キャンペーン等の広報啓発を実施している。 

【課題】 

○犯罪被害者は、直接的な被害だけではなく、周囲の配慮のない対応等により二

次的な被害に苦しめられることも少なくない。 

○職員はもとより市民が犯罪被害者等の支援に対する理解を深めることや犯罪

被害者支援窓口として被害者支援への更なる取組が求められている。 

 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取 組 

（ 案 ） 

【対応方針】 

○本市における犯罪被害者等の支援について基本理念を定め、市、市民及び事業

者の責務を明らかにし、施策の基本事項等を定めた条例を制定する。 

【条例制定の趣旨】 

○犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に向けた取組の推進並びに犯罪被

害者等を支える地域社会の形成を図る。 

○市民が安全に、安心して暮らすことができる地域社会を実現する。 

【条例に規定する主な内容】 

 

 

 

 

 

【条例を根拠とした新規支援策】 

新規支援策として、『犯罪被害者等カウンセリング事業』、『一時的避難住宅の

提供』を平成25年4月から実施する。 

【今後のスケジュール（予定）】 

 平成24年12月 パブリックコメントの実施 

 平成25年2月 市議会へ提案 

 平成25年4月 条例施行 

効 果 の 想 定  犯罪被害者等を支える地域社会の実現 

関 係 局 と の 

政 策 連 携 
関係各局 

 

１．基本理念               

２．市、市民、事業者の責務 

３．精神的被害からの回復に向けた支援 

４．住居の提供等 

５．雇用の安定 

６．教育活動の推進 

７．民間支援団体への支援 

８．広報及び啓発 

９．支援を行わないことができる場合 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市における犯罪被害者等の支援について、その基本理念を定め、市、市民及び事

業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等の支援のための施策の基本となる

事項を定めること等により、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に向けた取組

の推進並びに犯罪被害者等を支える地域社会の形成をはかり、もって市民が安全に、

安心して暮らすことができる地域社会の実現に資することを目的とする 

２ 本市における取組 

１ 背 景 

平成 15 年 9 月 堺市議会が全国で初めて「犯罪被害者の権利と被害回復制度の確

立を求める意見書」の提出議案を全会一致で可決。 

  

         全国の各地方議会へ広がる 

 

平成 17 年 4 月 犯罪被害者等基本法の施行 

 犯罪被害者等施策に関する基本理念、国、地方公共団体、国民の責務等を規定。 

 

  地方公共団体において犯罪被害者支援への取組みが推進された。 

・総合的相談窓口の設置 

・見舞金制度、避難住宅の提供など支援策の創設 

・犯罪被害者等支援条例の制定 

 ■平成23年 4月 市民協働課に犯罪被害者等支援総合相談窓口を設置 

 各種支援制度の案内や関係機関の情報提供。 

□講演会、パネル展示、リーフレットの作成等市民への啓発事業の実施 

□職員研修の実施 

□庁内関係課、警察署、民間支援団体などとの連絡調整により途切れない支援 

○犯罪被害者等を支える地域社会の実現 

○二次被害の防止 

○犯罪被害者等に対する具体的な施策の充実 

条例制定による効果 

・条例を制定することにより、犯罪被害者支援に対する市民への啓発効果が増大 

・各部局の犯罪被害者支援に対する意識向上による連携強化 

・条例を根拠とした犯罪被害者支援施策の創設 

４ 制定までのスケジュール 

（仮称）堺市犯罪被害者等支援条例の制定について 
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第 1 条（目的） 

（新規支援策） 

○ 犯罪被害者等カウンセリング事業（第 8条 精神的被害からの回復に向けた支援） 

・・・殺人、強姦、強制わいせつなどの精神的被害が大きい被害者の回復支援

として、臨床心理士等によるカウンセリングを実施する。 

○ 一時的避難住宅の提供（第 9条 住宅の提供等） 

・・・殺人、強姦、強制わいせつ等により、現に居住していた住居に住むこと

が精神的または物理的に困難であり、一時的に居住する場所がない被害

者へ避難住宅の提供を行う。 

（仮称）堺市犯罪被害者等支援条例の制定 

 

第 2 条 定義        第 8 条           第 13 条 広報及び啓発 

第 3 条 基本理念                    第 14 条  

第 4 条 市の責務      第 9 条 住居の提供等      

第 5 条 市民の責務     第 10 条 雇用の安定        第 15 条 委任 

第 6 条 事業者の責務    第 11 条 教育活動の推進          

第 7 条 相談及び情報の提供 第 12 条 民間支援団体への支援 

精神的被害からの  

回復に向けた支援  支援を行わないことが

できる場合 
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堺市犯罪被害者等支援条例（案） 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における犯罪被害者等の支援について、その基本理念を定め、

市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等の支援のための施

策の基本となる事項を定めること等により、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽

減に向けた取組の推進並びに犯罪被害者等を支える地域社会の形成を図り、もって市

民が安全に、安心して暮らすことができる地域社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。 

(3) 民間支援団体 犯罪被害者等の支援を行う民間の団体をいう。 

(4) 関係機関等 国、大阪府その他の地方公共団体、民間支援団体その他の犯罪被害

者等の支援に関係するものをいう。 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状

況その他の事情に応じて、適切に途切れることなく行われなければならない。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよ

う行われなければならない。 

３ 犯罪被害者等の支援は、市、市民、事業者及び関係機関等が相互に連携し、及び協

力して推進されなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、この条例の目的を達成するために基本理念にのっとり、必要な施策を総

合的に推進しなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等の支援の必要性に

ついて理解を深め、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう十分

配慮するとともに、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援のための施策に

協力し、及び犯罪被害者等を地域社会で孤立させないよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等の支援の必要性

について理解を深め、犯罪被害者等の就労及び勤務について、十分配慮するよう努め

なければならない。 

 （相談及び情報の提供等） 

第７条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるように
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するため、犯罪被害者等が直面している各般の問題について相談に応じ、必要な情報

の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整を図るものとする。 

２ 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談を総合的に行う窓口を設置するものとする。 

（精神的被害からの回復に向けた支援） 

第８条 市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた精神的被害から早期に回復すること

ができるよう心理相談その他の必要な施策を実施するものとする。 

（住居の提供等） 

第９条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者等の

居住の安定を図るため、一時的な住居の提供その他の必要な施策を実施するものとす

る。 

（雇用の安定） 

第１０条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、関係機関等と連携して、犯罪

被害者等が置かれている状況について事業者の理解を深める等必要な施策を実施する

ものとする。 

 （教育活動の推進） 

第１１条 市は、学校、家庭及び地域社会の連携の下、人権及び生命を尊重するための

教育活動を推進するものとする。            

（民間支援団体への支援） 

第１２条 市は、民間支援団体に対し、その活動の促進を図るため、情報の提供、助言

その他の必要な施策を実施するものとする。 

（広報及び啓発） 

第１３条 市は、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の名誉又は生活の平

穏への配慮の重要性等について市民及び事業者の理解を深めるよう広報及び啓発を行

うものとする。 

（支援を行わないことができる場合） 

第１４条 市は、犯罪被害者等の被害が自らの行為に起因したものである場合又は犯罪

被害者等が犯罪等を誘発した場合であって、犯罪被害者等の支援を行うことが社会通

念上適切でないと認めるときは、支援を行わないことができる。 

（委任） 

第１５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

 この条例は、平成  年  月  日から施行する。 


